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国土交通省が所管する官民ファンドが投融資し、昨年１１

月に支援を撤回した米テキサス州の新幹線プロジェクトで、

米運輸省連邦鉄道局（ＦＲＡ）と米国鉄道旅客公社アムトラ

ックは補助金を撤回すると１４日、発表した。ジェトロによると

ＦＲＡとアムトラックは、テキサス新幹線建設は非現実的で

納税者にとってハイリスクな投資と判断、助成額（補助金）６３

９０万ドル（約９１億円）を撤回するに至った。トランプ政権によ

る歳出カットの一環とみられている。 

 

 

 

テキサス州のダラス～ヒューストン間

の約３８５ｋｍを結ぶ、この事業は現地

企業のテキサス・セントラル社が担って 

きた。当初２０１７年に予定していた着工

は大幅に遅延。同社は債務不履行に

陥り、新たに全米鉄道旅客公社（アムト

ラック）が事業継続に意欲を示した。ア

ムトラックはバイデン政権下で６３９０万ド

ルの補助金を受けたが、米運輸省連邦

鉄道局は、建設事業費が４００億ドル（５

兆７０００億円）を超えると指摘し、リスク

が高いとして、補助金交付を撤回する

に至
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■ジャンル：国際（主にアジア） 国内 政治 経済 金融 環境 気候変動 クリーンエネルギー 建設 鉄鋼 製造 通信 

スマートシティ 住宅・不動産 物流 テクノロジー 先端技術 外務省、国土交通省、経済産業省、国際協力機構（JICA）、

ジェトロ、経済団体 オピニオン 

 

■購読料：２０,０００円（年間）消費税込み 
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